第３勧告及び意見　３結語
結語

結語
本年は、月例給において、職員給与が民間給与水準を上回っていることから、職員の給与水準を引き下げる勧告となった。より有為な人材を確保するため、初任給は据え置き、若年層職員にも一定の配慮を行ったが、その他の職員は、一律0.6％の引下げとなり、職員にとっては厳しい内容となった。

一方、期末手当及び勤勉手当については、民間における賞与等の支給状況との均衡を図るため、0.05月分引き上げ、年間4.45月分とすることとした。

今回の勧告は、地方公務員法に定める情勢適応の原則に則り、民間との給与較差を是正するという観点から行ったものであり、任命権者においては、勧告を適切に実施されることを求めるものである。

また、本年も、職員の意欲・能力向上に資する人事諸制度のあり方、働き方改革をはじめとする勤務環境のあり方等について、本委員会の意見を述べた。

今後、職員構成も大きく変化する中で、とりわけ人材育成が重要な課題となっており、自律的な人材の育成に資する人事諸制度や仕組みの構築に向けた検討と対応の必要性を指摘したところである。

結びに、府民の皆さま並びに府議会議員各位におかれては、新たな課題が山積し、非常に厳しい環境下にあっても、職員が府民の暮らしと安全を守る職責を全うすべく日々職務に精励していることについて、ご理解いただくことを切に願うとともに、本委員会の意のあるところをお酌み取りいただき、今回の勧告の取扱いについて、深いご理解をお願いするものである。

